
社団法人日本地すべり学会 平成 22 年度通常総会 議事録 
 

1． 開催日時 平成 22 年 5 月 14 日(金) 10 時 00 分～10 時 40 分 

 

2． 開催場所 東京都千代田区一ツ橋 2－1－2 学術総合センター中会議場 

 

3． 出席者数 895 名（うち委任状 844 名） 正会員総数 1,545 名の 57.9％ 

 

総会当日の正会員数 1,545 名に対して、出席者(51 名)と委任状提出者(844 名)の合計が過

半数を超えているため、定款 24 条の規定に従い総会は成立した。 

 

開催宣言の後、会長が議長となり、新屋浩明会員と向井啓司会員が議事録署名人として

承認されて、各号議案の審議に入った。 

審議結果は以下の通りである。 

 

 

4．議  事 

 

第 1 号議案 平成 21 年度事業経過報告承認の件 

報告事項について、満場一致で承認された。 

 

第 2 号議案 平成 21 年度収支決算報告承認及び会計監査報告承認の件 

報告事項について、満場一致で承認された。 

 

第 3 号議案 平成 22 年度事業計画(案)承認の件 

報告事項について、満場一致で承認された。 

 

第 4 号議案 平成 22 年度収支予算(案)承認の件 

報告事項について、満場一致で承認された。 

 

第 5 号議案 平成 22・23 年度役員改選に関する件 

選挙管理委員から役員選挙の結果、現法人役員候補者及び公益法人認定時の新法人役員候

補者の全員が信任された旨が報告された。 

現法人役員候補者については一括して満場一致で承認され、新役員が選任された。 

新法人役員候補者については各候補者別に賛否が問われ、各候補者とも満場一致で承認さ

れ、公益法人認定時の新役員もあわせて選任された。 

 



第 6 号議案 新公益法人代表理事選任に関する件 

議長から、新公益法人認定申請をおこなうに当たり、新公益法人代表理事を選任する必要

がある旨が説明された。これに対して会員から執行部の考えが求められ、議長から鵜飼恵三

理事を推薦する提案がなされた。 

この提案について満場一致で承認され、新公益法人代表理事に鵜飼恵三理事が選任された。 

 

第７号議案 平成 20 年度収支決算報告書一部変更に関する件 

事務局より、公益法人会計基準に則り資金の範囲を明確にしたことにより、繰越収支差額

について前年度との連続性が失われた為、平成 20 年度収支決算報告書の一部を修正すること

が必要となった旨が説明された。 

この説明に対して、平成 20 年度収支決算資料一部変更が満場一致で承認された。 

 

第８号議案 平成 21 年度収支予算書一部変更に関する件 

事務局より、第 7 号議案で承認された平成 20 年度収支決算報告書一部変更に関連して、平

成 21 年度収支予算書の一部を変更する必要がある旨が説明された。 

この説明に対して、平成 21 年度収支予算書一部変更が満場一致で承認された。 

 

 

以上の議事の経過及び結果を記録するために本議事録を作成し、議長と議事録署名人が署名

捺印する。 

 

 

平成 22 年 5 月 14 日 

 

 

議    長           ㊞ 

 
             議事録署名人           ㊞ 

 
             議事録署名人           ㊞ 
 



社団法人日本地すべり学会 平成22年度通常総会次第

1.会長挨拶

2.来賓挨拶

3.議 事

第1号議案

第2号議案

第3号議案

第4号議案

第5号議案

第6号議案

第7号議案

第8号議案

平成21年5月14日(金)10: 00--10 : 40 

東京都千代田区一ツ橋2-1 -2 

学術総合センター中会議場

開 会

平成21年度事業経過報告承認の件 資料p.2--17

平成21年度収支決算報告承認の件 資料p.18--25

平成21年度会計監査報告承認の件 資料p.26

平成22年度事業計画(案)承認の件 資料p.27--31

平成22年度収支予算(案)承認の件 資料p.32--33

平成22・23年度役員改選に関する件 資料p.34--36

新公益法人代表理事選任の件 資料p.37

平成20年度収支決算報告書一部変更の件資料p.38

平成21年度収支予算書一部変更の件 資料p.39--40

閉会
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第1号議案

平成21年度(社)日本地すべり学会事業経過報告

1. 総務部

(1)行事

・通常総会を開催

日時:平成21年5月8日(金)午前10時--10時40分

場所:東京都東京大学弥生講堂

-理事会を開催

第 1回:8月25日(火) チサンホテル新潟

第2回:11月27日(金) 学術センター

第3回:3月5日(金) 学術センター

第4回:4月23日(金) 学士会館

-幹事会を開催

第 1回:6月26日(金) 日本青年館

第2回:8月25日(火) チサンホテル新潟

第3回:11月27日(金) 学術センター

第4回:3月5日(金) 学術センター

(2)庶務委員会

-各部・各支部間の調整

・議事資料および議事録の作成

(3)財政委員会

-平成22年度予算書(案)および平成21年度決算書を作成

(4)広報委員会

'HP内容の更新および情報の充実と拡大

(5)法人対応委員会

-公益法人法の改正に伴う学会の組織及び社会貢献活動に関する検討

(6)その他

• 12/24 H22・23年度役員候補者推薦委員会

・3/3 役員選挙管理委員会(開票)

2. 事業計画部

(1)行事

平成21年度総会・シンポジウムの開催

日時:平成21年5月8日(金)午前10時00分~午後17時00分

会場:東京都東京大学弥生講堂一条ホール
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テーマ:大規模地すべりの機構

第羽田研究発表会及び現地見学会(新潟)の開催

.県民講演会

日時:平成21年8月25日(火)

会場:新潟市民プラザホール

-研究発表会

日時:平成21年8月26日(水)'" 8月27日(木)

会場:新潟県新潟市新潟大学

・現地見学会

日時:平成21年8月28日(金)

見学地:①コース:山古志コース，②コース:柏崎・糸魚川コース

部会の開催

平成21年 4/17，6/9， 8/26， 10/21， 12/9，平成22年 2/12 

(2)研究発表会の準備・実施

-大会講演集の作成

・開催県(地)に於ける準備及び部会，幹事会，実行委員会出席

.研究発表会の実行委員会と大会運営

(3)シンポジウムの準備・実施

・シンポジウムのテーマの決定，講演集の作成

・シンポジウムの大会運営

3. 研究調査部

(1)研究委員会

平成21年度の研究助成金は，継続中で大幅減額した下記案件を除いて，地震地すべりプ

ロジェクト委員会に資源を集中投資するため同委員会の活動中募集を停止することになった.

②の研究委員会は当面凍結で特別プロジェクト終了後に研究委員会3年目の研究を実施.

①すべり面の地質的特徴及び構造・物性等の実態に関する研究委員会

代表:山田正雄・・・. .・・・・・・・・継続 (2年目)

②発展途上国における地すべり災害の危険度軽減研究委員会

代表:丸井英明・・・・・・・・・当面凍結 (3年目)

(2)受託業務

-平成21年度に実施した受託業務はありませんでした.

(3)土砂緊急災害調査

・平成21年2月に発生し4月以降活動が激しくなった山形県大網地区七五三掛地すべりに

ついて平成21年4月18日東北支部のメンバーを中心とした緊急災害調査を実施しました.

調査内容は，学会誌に掲載されています.
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(4)研究調査部会

-研究調査部会を平成21年8月26日に新潟大学で開催し，平成20年度の活動報告平成21

年度の活動方針および、研究調査部の課題について検討しました.特に研究調査部員の任期

を決めて人材の刷新を進めることが課題であることを確認しました.また，平成20年度

からスター卜した地震地すべりプロジェクトを研究調査部員が中心となってサポートする

ことが確認されました.

4. 編集出版部

(1)日本地すべり学会誌編集委員会

①編集委員会の開催 (12回)

②日本地すべり学会誌

• Vo1.46 (1) r-v (4)， Vol. 47 (1)， (2)の発刊(6回)

Vo1.46 (5). (6)は巻号を年度毎から年号毎に変更したためVo1.47(1)， (2)に変更-

・シリーズ r地すべり観測機器の歴史と現状」
円11越地すべり」

・特 集:地域社会の安心・安全面からみた斜面災害防止のあり方と評価Vo1.46(2) 

トンネル・橋梁と地すべり Vo1.46(4) 

大規模地すべりの機構 Vo1.47(2) 

-執筆要領の改訂

・「総説」継続掲載計画・検討

③日本地すべり学会誌電子ジャーナル (J-stage)の刊行、およびJ-stageアーカイブにて 1

年前までの前号自由閲覧開始(現在一部可能)

(2)その他

・日本砂防史Eへ学会活動史原稿執筆

5. 国際部

(1) 2008年度開催の国際会議に関する残務整理

①2009年9月r-v2010年 1月 東京地学協会への報告書作成と地学雑誌掲載報告の執筆

(2)国際対応

①2009年8月 中華人民共和国甘粛省地すべり災害調査団への対応

②2009年10月 中華民国 台風8号豪雨災害に係る台日砂防共同研究調査団への人員派遣

上野国際部副部長が参加、報告書作成

③2009年11月 ICL第8回年次総会出席(パリ ユネスコ本部)会長が出席

(3)圏内情報広報活動

①日本地すべり学会誌「ニュース国際部」への掲載
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6. 表彰委員会

(1)学会賞受賞(論文賞・谷口賞・研究奨励賞)の審査

<推薦締め切り:平成21年5月8日(金)> 

第1回(平成20年5月28日)、第2回 (6月18日)、第3回 (7月13日)

(2)授賞式日時:平成21年8月26日(水)

場所:新潟県新潟市新潟大学五十嵐地区キャンパス

・論文賞 該当者なし

-研究奨励賞該当者なし

・谷口賞 該当者なし

・特別賞(功績賞)

受賞者:中村三郎(防衛大学校名誉教授、元地すべり学会会長)

受賞理由:長年の学会発展に寄与した功績、特に学会法人化達成に対する貢献

7.教育問題委員会

・平成21年6月10日 JAFEE理事会に委員長が出席して審議

・平成21年後半 事業計画部と合同で会員のCPDH管理状況の調査を実施

・平成22年3月30日 JAFEE理事会に委員長が出席して審議

8.各支部の行事

(1)北海道支部

①支部総会

平成21年4月28日(火)に北海道大学クラーク会館(札幌市)において開催した。

②特別講演および研究発表会

支部総会後に特別講演，研究発表会を行った0

.特別講演

12008年岩手・宮城内陸地震に見る地震地すべりの諸相」

東北学院大学教養学部宮城豊彦教授

.研究発表会

研究発表は 10件の発表が行われた。

③ホームページ運営

④現地検討会

日 時:平成21年9月4日(金)・・・・・日帰り

テーマ:蛇紋岩トンネルの地山性状と設計・施工および岩盤崩落事例における発生機構

の検討

参加者:34名(意見交換会28名)

参加費:4，000円(非会員は5，000円、意見交換会費3，000円は別途)
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特別講演 r物理探査による盛土の健康診断技術の現状」
京都大学大学院工学研究科松岡俊文

話題提供:

(1) rGPSを利用した斜面監視サービス (shamen-net)の開発と成果J

Shamen-net研究会岩崎智治

山口大学 清水則一

(2) rRTK-GPSを用いた定期健康診断構想」

京都大学防災研究所福岡浩

日本GPSソリューションズ株式会社佐藤一敏・松浦友紀

(3) r電波位相差変異計測の斜面防災への応用」
地層科学研究所 里 優

京都大学工学研究科西山哲

(4) r谷埋め盛土地盤の安全性評価事業」
有限会社太田ジオリサーチ太田英将

京都大学防災研究所釜井俊孝

-ノfネルディスカッション

④災害協定締結 「災害時における調査の相互協力に関する協定」

(甲)国土交通省近畿地方整備局長

(乙)(社)土木学会関西支部長、(社)地盤工学会関西支部長、

(社)日本地すべり学会関西支部長、(社)砂防学会学会長

・調印式平成21年6月29日

大阪合同庁舎第 l号館おいて、甲と乙が「災害時における調査の相互協力に関する協

定」に調印

⑤現地討論会 「領家変成岩地帯における大規模地すべり」

開催日:平成21年 10月14日・ 15日

見学地:京都府相楽郡笠置町切山地内 切山地区地すべり地

討論会場:笠置町産業振興会館

主 催(社)日本地すべり学会関西支部

共 催:日本応用地質学会関西支部

後 援:京都府、(社)砂防学会、(社)地盤工学会関西支部

参加者:見学会 31名、討論会 30名、技術交流会 25名

特別講演 r埋もれた都の地盤災害」
京都大学防災研究所釜井俊孝

話題提供:

(1) r切山地区地すべり対策事業について」
京都府山城広域振興局山城南土木事務所安田勝

(2) r大規模地すべり形成過程の一考察 一京都府相楽郡笠置町の切山地区地すべり
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を事例として一」

日本工営株式会社亀田尚志・山口巌

(3) r水質指標から見た地すべり地周辺の陸水特性」
日浦啓全・京都大学防災研究所末峯章・王功輝

-パネルディスカッション

⑥第2回運営委員会

日時:平成21年 10月20日 13:30--16:00

会場:京都大学防災研究所セミナ一室m(E-517D) 

⑦講習会 「空中写真による地すべり地形の判読」

開催日時:平成21年 12月8日 10:30--16:30 

開催会場:京都大学防災研究所 セミナ一室 1(E-326D) 

講 師:悶田 篤正(京都大学名誉教授・立命館大学歴史都市防災センタ一代表)

参加者:13名

⑧会誌 “らんどすらいど" No.25 平成22年3月17日 発行

-物理探査による盛土の健康診断技術の現状

松岡俊文・宮川歩夢(京都大学工学研究科)

山本 剛(国土交通省近畿地方整備局近畿技術事務所)

.四国における和泉層群分布域の斜面問題

上野将司(応用地質株式会社)

-山口県湯谷半島のキャップロック地すべり

久永喜代志(有限会社 ジオテック)

(7)九州支部

①第 1回幹事会

開催日:平成21年5月28日

会場:熊本市国際交流会館

②平成21年度支部総会

開催日:平成21年5月28日

会場:熊本市国際交流会館

③平成21年度支部学術講演会

開催日:平成21年5月28日

会場:熊本市国際交流会館

主催:日本地すべり学会九州支部

共催:斜面防災対策技術協会九州支部

後援:熊本県土木部

熊本県地質調査業協会

熊本県測量設計・建設コンサルタンツ協会
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(1)三波川変成帯地すべりにおける RCセグメント集水井の施工

東邦地下工機株式会社工事部 O塚本一也

東邦地下工機株式会社工事部 紫牟田 博

(2)福岡県西部に位置する最終処分場の工事用道路法面に発生した崩壊の対策事例

新日本グラウト工業株式会社 碓井敏彦

(3)小型ポンプを利用した地すべり地帯におけるドレーンパイプの維持・管理

(資材運搬困難地形における横ボーリングの機能回復)

NPO熊本技術士の会 兼子健男

(4)すべり面に働く間隙水圧に関する考察

国土防災技術株式会社 O員弓孝之

国土防災技術株式会社 柴崎達也

長崎県対馬振興局 渡遺利

(5)切土法面の施工中に生じた崩壊調査の事例

千代田工業株式会社 O木 村寿志

千代田工業株式会社 古 津

千代田工業株式会社 大 塚泰孝

千代田工業株式会社 東 麻里子

(6)層すべりを助長する崩積土すべりの調査事例

(7)岩手・宮城内陸地震と箱型擁壁

千代田工業株式会社 O松

千代田工業株式会社 大

迫暁子

塚泰孝

箱型擁壁協会 昭和コンクリート工業(欄 O東

箱型擁壁協会昭和コンクリート工業(槻 小

(8)島尻層群泥岩地すべりの発生と降雨の関係

原健

関淳也

琉球大学農学部 O中村真也

琉球大学農学部 宜保清

鹿児島大学大学院連合農学研究科 木村 匠

鹿児島大学大学院連合農学研究科 ヴィタナブッディシワンタ

(9)安里地すべりの再滑動に関与する強度について

鹿児島大学大学院連合農学研究科 O木村 匠

琉球大学農学部 宜保清

琉球大学農学部 中村真也

鹿児島大学大学院連合農学研究科 ヴィタナブッディシワンタ

(10) Ring shear behaviour of landslide soils unde different overconsolidation ratios 

鹿児島大学大学院連合農学研究 OShriwanthaBuddhi Vithana 

琉球大学農学部 品iichiGibo 

琉球大学農学部 Shinya Nakamura 
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鹿児島大学大学院連合農学研究科 Sho Kimura 

(11)三の川地すべり現場の概要

④現地見学会

開催日:平成21年5月29日

三の川地すべり視察

⑤日本地すべり学会九州支部技術講習会

開催日:平成22年2月3日

藤田建設株式会社 田辺龍平

斜面防災対策技術協会九州支部と共催の講習会(福岡市内)

⑥平成21年度(社)日本地すべり学会九州支部技術検討会

「沖縄における斜面・地盤に関する諸問題」

開催日:平成22年3月25日(木)

会場:琉球大学研究者交流施設・ 50周年記念館

主 催(社)日本地すべり学会九州支部，琉球大学農学部農地・防災工学研究室

後 援(社)斜面防災対策技術協会九州、|支部，琉球大学島唄防災研究センター

(1)最近の地すべり行政の話題

沖縄総合事務局開発建設部伊藤誠記

(2)土砂災害から災害時要援護者を守るために

沖縄県土木建築部仲村守・上原智泰

(3)島尻層群泥岩地すべりのすべり面平均強度の推定

鹿児島大学連合農学研究科木村匠，琉球大学農学部宜保清一・中村真也

(4)地下水がすべり面におよぼす影響

(槻清光研究所吉沢光三

(5)島尻層泥岩における大規模切土のり面の安定検討

北斗設計(欄神谷元一・宮城敏明

(6)島尻泥岩受け盤破砕帯における抑止アンカー工施工の諸問題について

(槻京和土建糸数潔， c欄南城技術開発周亜明

(り主要地方道における地すべり・落石等に対する監視・警報システムの配置事例

側ホープ設計比嘉敦・我那覇忠男

(8)琉球石灰岩台地良好地盤において発生した沈下現象について

側南城技術開発井上英将・周亜明
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第2号議案

一般会計
科

I1.資流産動の資部産

現金預金
メヱ生ミ、 費 未
未 収 入
-目rrr 払
商
R宇 蔵
流動資産合計
2.固定資産
(1)基本財産
忌炉ムー・ 期 預
基本財産合計
(3)その他固定資産
什 器 備
電 言苦 加
敷
その他固定資産合計
闘定資産合計
資産合計

E 負債の部
1.流動負債
未 払
目IJ J戸正t iZL ミ

預 り
未 払 f去 人
未 払 t自 費
流動負債合計
負債合計

田正味財産の部
1.指定正味財産

寄 付
指定正味財産合計

平成21年度収支決算報告

目

収

入

税

税

貸借対照表
平成22年 3月31日現在

当年度

8，865，457 
金 2，405，400 
金 422，250 
金 1，080，325 
ロロ口 6，717，096 
口ロ口 13，520 

19，504，048 

金 25，973，005 
25，973，005 

ロロ口 71，140 
権 80，300 
金 1，440，000 

1，591，440 
27，564，445 
47，068，493 

金 。
費 846，200 
金 59，343 
等 70，000 
等 400，000 

1，375，543 
1，375，543 

金 25，973，005 
25，973，005 

(うち基本財産への充当額) 25，973，005 
2.一般正味財産 19，719，945 
正味財産合計 45，692，950 
負債及び正味財産合計 47，068，493 
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則年度 増減

9，362，598 -497，141 
3，421，000 -1，015，600 
460，870 -38，620 
300，000 780，325 
6，084，434 632，662 
31，955 -18，435 
19，660，857 -156，809 

25，973，005 。
25，973，005 。
90，494 -19，354 0 
80，300 
1，440，000 。
1，610，794 -19，354 
27，583，799 -19，354 
47，244，656 -176，163 

2，073，515 -2，073，515 
112，800 733，400 
52，900 6，443 
70，000 。
400，000 O 
2，709，215 -1，333，672 
2，709，215 -1，333，672 

25，973，005 。
25，973，005 。
25，973，005 。
18，562，436 1，157，509 
44，535，441 1，157，509 
47，244，656 -176，163 



正味財産増減計算書(1/2)
平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで

一般会計
科 自 当年度 前年度 増減

I1.一経般常正増味減財の産部増減の部

(1)経常収益
基 本 財 産 運 用 益 74，932 100，905 -25，973 
戸JζZ 取 dzh zz 費 21，374，000 19，707，080 1，666，920 
戸JζZ 取 dZE3h Z 費 21，374，000 19，707，080 1，666，920 
事 業 収 益 20，920，667 24，538，668 -3，618，001 
FP 届リ 物 頒 布 収 益 4，073，820 7，030，380 -2，956，560 
シンポ ジ ウ ム収益 615，500 524，000 91，500 
研 究 発 表 izhzh z 収 益 9，044，600 11，156，344 -2，111，744 
支 部 事 業 収 益 4，028，515 3，254，052 774，463 
協 賛 金 . 寄 付 金 3，158，232 2，271，792 886，440 
Af主t ぷ33LZ 積 立 金 。 2，500 -2，500 
国 際 ム:zo;;、 議 収 益 。 299，600 -299，600 
諸 収 益 2，023，000 1，790，600 232，400 
広 t口と 収 益 2，023，000 1，790，600 232，400 
雑 収 益 127，952 84，514 43，438 
雑 収 益 127，952 84，514 43，438 
他会計からの繰入額 。 96，843 -96，843 
経常収益計 44，520，551 46，318，610 -1，798，059 
(2)経常費用
事 業 費 28，363，014 28，476，006 -112，992 
シ ン ポ ジ ワ ム 費 549，744 530，449 19，295 
若手シンポジウム費 150，000 275，000 -125，000 
研 的九合」 発 表 dコh=z 費 9，094，202 11，494，740 一2，400，538
支 部 事 業 費 6，062，775 4，716，232 1，346，543 
研 究 委 員 dzh zt 費 455，284 462，900 -7，616 
図 書 印 属リ 費 11，893，455 10，855，108 1，038，347 
AfIL - dコhコZ 賞 費 57，875 118，585 -60，710 
広 報 活 動 費 80，325 。 80，325 
減 価 償 却 費 19，354 22，992 -3，638 
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正味財産増減計算書(2/2)

科 目 当年度 目IJ年度 増減

管 理
手費当

15，000，028 16，198，451 -1，198，423 
給 与 . 3，630，408 6，156，408 -2，526，000 
退 職 給 付 費 用 240，000 618，000 -378，000 
法 足，....L-. 福 手IJ 費 549，041 。 549，041 
福 手Ij 厚 生 費 49，173 902，605 853，432 
ぷコミ玉、 議 費 737，292 447，307 289，985 
千交 貝 選 挙 費 486，871 。 486，871 
通 運 搬 費 577，388 619，758 42，370 
経理 労 主τtヲ主ョ主 管理費 472，500 504，490 -31，990 
事 務 費 1，258，433 1，357，473 -99，040 
水 道 光 熱 費 166，594 184，626 -18，032 
賃 借 料 1，647，600 1，642，600 5，0001 
諸 メ生、 費 680，400 959，900 279，500 ヱミ

公 租 公 課 487，200 470，000 17，200 
支 音日 止目な 理 費 2，296，353 2，249，284 47，069 
雑 給 1，720，775 86，000 1，634，775 
他会計 J¥、 の 繰出額 。 587，347 -587，347 
経常費用計 43，363，042 45，261，804 -1，898，762 
当期経常増減額 1，157，509 1，056，806 100，703 

2.経常外増減の部
(1)経常外収益
経常外収益計 。 。 。
(2)経常外費用 。
経常外費用計 。 。 。
当期経常外増減額 。 。 。
当期一般正味財産増減額 1，157，509 1，056，806 100，703 
一般正味財産期首残高 18，562，436 17，505，630 1，056，806 
一般正味財産期末残高 19，719，945 18，562，436 1，157，509 

H 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 O 。 。
指定正味財産期首残高 25，973，005 25，973，005 O 
指定正味財産期末残高 25，973，005 25，973，005 O 

E 正味財産期末残高 45，692，950 44，535，441 1，157，509 
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財務諸表に対する注記

1.重要な会計方針

(1)国定資産の減価償却の方法

法人税法に定める定率法により減価償却を行っている。

表示方法は直接法によっている。

(2)リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

(3)消費税等の会計処理について

消費税及ひ'地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

〔単位:円〕

科 目 前期末残両 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 25，973，005 O O 25，973，005 

小計 25，973，005 O 。 25，973，005 
特定資産 O O O O 

小計 O O O O 
i口k 言十 25.973.005 O O 25.973.0051 

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

〔単位:円〕

科 目 当期末残両 (うち指定正味財産からの充当額) (うち一般正時財産からの充当額) (うち負債に対応する額)

基本財産 25，973，005 25，973，005 O O 

小計 25，973，005 25，973，005 O O 

特定資産 O O O O 

小計 O O O O 
i口k 計 25.973.005 25.973.005 O O 

4.担保に供している資産
該当なし

5.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

〔単位:円〕

科 目 | 取得価額 |減価償却累計額| 当期末残高
品

計

備器什

合

1，558，250 

1，558.250 

1，487，110 
1.487.110 

71，140 

71.140 

6.保証債務等の偶発債務

該当なし

7.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当する資産はなし

8.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし

9.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該:当なし

10.関連当事者との取引の内容

言亥当なし

11.重要な後発事象

該:当なし
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一般会計

財産目録
平成22年 3月31日現在

蒋一
I 資産の部
1.流動資産
現金預金
現金手許有高
郵 便貯金
支部普通預金
中部支部(八十二銀行)
東北支部(七十七銀行)
関西支部(京都銀行)
北海道支部(北洋銀行)
九州支部(福岡シティ銀行)
関東支部(群馬銀行)
新潟支部(第四銀行県庁支庖)
新潟支部(第四銀行内野支庖)
普 通預金
みずほ銀行(1901650)
みずほ銀行(1901669)
みずほ銀行(1901642)
三井住友銀行
三菱東京UFJ銀行
支部定期預金
八十二銀行風間支店
会費未収
平成21年度
平成20年度
未収 入
前
商
その他
貯
流動資産合計
2.固定資産
(1)基本財産
定期預
三菱東京UFJ銀行
三井住友銀行
みずほ銀行(1901642)
基本財産合計
(3)その他固定資産
什器
電話
敷
その他固定資産合計
固定資産合計
資産合計

E 負の部
1.流動負債

払

蔵

力日
備
入、

前受
預り
給与源泉税
市民税
社会保険料
未払法
未払消
流動負債合計
負債合計
主喋房産

.L>. 
ココZ

人
費

目

金

8，865，457 
32，658 
896，166 
6，115，000 
965，159 
732，207 
228，374 
332，740 
1，472，995 
967，199 
1，000 
1，415，326 
1，021，633 
739，599 
51 
41，659 
124，206 
116，118 
800，000 
800，000 
2，405，400 
1，237，400 
1，168，000 
422，250 
1，080，325 
6，717，096 
6，717，096 
13，520 

蚕額

19，504，048 

27，564，445 

1，375，543 

47，068，493 

q
u
-
n
U
 

4
r
o
 

5
-
9
 

z

，
 

F
h
d
-
9白

7
-
9
 

q
u

四円。
z
，
 

t
i
聞に

υ
A
A
 

金
金
ロ
ロロ

品

金 25，973，005 
10，000，000 
10，000，000 
5，973，盟2
25，973，005 

71，140 
80，300 
L当主盟2
1，591，440 

ロ
明
権
1

金

費
金

846，200 
59，343 
18，640 
5，600 
35，103 
70，000 
400.000 

税等
税等

-'-22-



収支計算書(1/2)
平成21年4月 l日から平成22年3月31日まで

一般会計
科 目 予算額 持管頼 差異

I 事業活動収支の部

1.事業活動収入

基本財 産 運 用収入 100，000 74，932 25，068 
iZミh 費 収 入 23，780，000 21，374，000 2，406，000 
iZL Z 費 収 入 23，780，000 21，374，000 2，406，000 
事 業 収 入 16，538，000 20，920，667 -4，382，667 

印 局リ 物 頒 布 収 入 6，413，000 4，073，820 2，339，180 
シンポ ジ ウ ム収入 540，000 615，500 -75，500 
研 究 発 表 ぷzzhz 収 入 6，120，000 9，044，600 -2，924，600 
支 部 事 業 収 入 3，465，000 4，028，515 一563，515
協賛金・寄付金収入 。 3，158，232 一3，158，232
寄 付 金 収 入 2，950，000 。 2，950，000 
寄 付 金 収 入 2，950，000 。 2，950，000 
諸 収 入 2，140，000 2，023，000 117，000 
広 止ロヒ 収 入 2，140，000 2，023，000 117，000 
雑 収 入 50，000 127，952 -77，952 

雑 収 入 50，000 127，952 -77，952 

事業活動収入計 45，558，000 44，520，551 1，037，449 
2.事業活動支出
事 業 費 支 出 27，115，000 28，976，322 -1，861，322 
シンポジウム費支出 540，000 549，744 -9，744 
若手シンポジウム費支出 150，000 150，000 。
研 究 発 表 ぷ-;r;為z 支 出 5，820，000 9，094，202 -3，274，202 

国 際 ぷZ玉泊Z、 議 費 支 出 300，000 。 300，000 
支 部 事 業 費 支 出 7，310，000 6，062，775 1，247，225 
研究委 員 ぷコ=斗z 費支出 100，000 455，284 一355，284
図 書 ~n 局リ 費 支 出 12，645，000 12，526，117 118，883 
AfA - i32L Z 賞 費 支 出 250，000 57，875 192，125 
広 報 活 動 費 支 出 。 80，325 -80，325 
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収支計算書(2/2)
科 目 予算額 決算額 差異

管 理 費 支 出 18，340，763 14，981，593 3，359，170 
高合 与 . 手 当 支 出 7，120，000 3，630，408 3，489，592 
退 職 給 付 支 出 460，000 240，000 220，000 

f去 定 福 手iJ 費 支 出 O 549，041 -549，041 

福 手iJ 厚 生 費 支 出 890，000 49，173 840，827 
iZk 三正 議 費 支 出 1，288，000 737，292 550，708 
役 員 選 ~ 費 支 出 380，000 486，871 -106，871 

通 運 搬 費 支 出 570，000 558，953 11，047 
経理・労務管理費支出 660，000 472，500 187，500 

事 務 費 支 出 1，220，000 1，258，433 -38，433 

水 道 光 参L 費 支 出 200，000 166，594 33，406 

賃 !止日住 料 支 出 1，660，000 1，647，600 

諸
h、
費 支 出 770，000 680，400 89，600 ヱミ

公 手旦 公 課 支 出 470，000 487，200 -17，200 

支 部 #首台 理 費 支 出 2，652，763 2，296，353 356，410 
雑 附"d口〉 支 出 O 1，720，775 -1，720，775 

事業活動支出計 45，455，763 43，957，915 1，497，848 

事業活動収支差額 102，237 562，636 -460，399 

E 投資活動収支の部

1.投資活動収入

投資活動収入計 O O O 

2.投資活動支出

投資活動支出計 O O O 

投資活動収支差額 O O O 

E 財務活動収支の部

1.財務活動収入

財務活動収入計 O O O 

2.財務活動支出

財務活動支出計 O O O 

財務活動収支差額 O O O 

w予備費支出 100，000 一一一一一一一 100，000 
当期収支差額 2，237 562，636 -560，399 

前期繰越収支差額 10，835，253 10，835，253 O 

次期繰越収支差額 10，837，490 11，397，889 -560，399 
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収支計算書に対する注記

1.資金の範囲について
資金の範囲には、現金預金、会費未収金、未収入金、前払金、未払金、前受会費、
預り金、未払法人税等及び未払消費税等を含めている。
なお、前期末及び当期末残高は、下記2.に記載のとおりである。

2.次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳
、- .， ， 

科 目 前期末産高 当期末残高
現金預金 9，362，598 8，865，457 
会費未収金 3，421，000 2，405，400 
未収入金 460，870 422，250 
前払金 300，000 1，080，325 
メ口玉、 計 13，544，468 12，773，432 
未払金 2，073，515 O 
前受会費 112，800 846，200 
預り金 52，900 59，343 
未払法人税等 70，000 70，000 
未払消費税等 400，000 400，000 
i口h、 言十 2，709，215 1，375，543 
次期繰越収支差額 10，835，253 11，397，889 
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監査報告書

平成21年度.(自平成21年4月 l日至平成22年3月31日)の社団法人日本

地すべり学会の決算、会計簿及び証懇書類を監査した結果、適正に会計処理さ

れていると認めました。

平成22年4月20日

監事 J二¥野ご侍司⑧

監事来ヰ幼え§

社団法人 日本地すべり学会

会 長 丸井英明殿

C
U
 



第3号議案

平成22年度(社)日本地すべり学会事業計画(案)

1. 総務部

(1)行事

①通常総会の開催平成22年5月14日(金)(東京都学術総合センター中会議場)

②理事会の開催 年4回の予定

(第1回平成22年5月14日、第2回平成22年7月6日、第3回平成23年3月上旬、

第4回平成23年4月下旬を予定)

③幹事会の開催 年4回の予定

(第1回平成22年6月上旬、第2田平成22年 7月6日、第3田平成22年 11月下旬、

第4回平成23年3月上旬を予定)

(2)庶務委員会

.各部・各支部閣の調整

・議事資料および議事録の作成

(3) 財政委員会

-会勢拡大のプロジェクトを実施

.決算書・予算書の作成

(4)広報委員会

-HP内容の更新および情報の充実と拡大をはかる

(5)法人対応委員会

・公益法人法の改正に伴う学会の組織及び社会貢献活動に関する検討

2. 事業計画部

(1)平成22年度総会・シンポジウムの開催

日時:平成22年5月14日(金) 10時一17時

会場:学術総合センター中会議場

テーマ:地すべり災害発生時の迅速な対応

意見交換会:学術総合センター

(2)第49回研究発表会及び現地見学会(沖縄県)の開催

・県民講演会

日時:平成22年7月6日(火)

会場:沖縄県市町村自治会館

.研究発表会

日時:平成22年7月7日(水)，..，. 7月8日(木)

会場:沖縄ハーパービューホテル
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-特別講演

・現地見学会

日時:平成22年7月9日(金)

見学地:安里地すベりほか

・意見交換会

(3)部会

年間6回の開催を予定

3. 研究調査部

(1)研究委員会

・平成22年度の助成金対象研究委員会は凍結中を含め 3委員会であるo地震地すべり特別

プロジェクトに資源を集中投資するため，①の研究委員会は当面凍結で特別プロジェクト

終了後に研究委員会3年目の活動を実施，③の研究委員会は当面凍結，②の委員会は活動

を続けるものの助成金を大幅に減額(年間5万円)しての活動で最終年の 3年目となる。

①発展途上国における地すべり災害の危険度軽減研究委員会

代表:丸井英明・・・・・・ 3年目(当面凍結)

②すべり面の地質的特徴及び構造・物性等の実態に関する研究委員会

代表:山田正雄・・ 3年目(補助金縮小)

③すベり面推定精度に合わせた地すべり対策工計画・設計手法の検討委員会

代表:檎垣大助・・ 新規(当面凍結)

(2)受託業務

・特になし

(3)土砂緊急災害調査

・近年，土砂災害が頻発していることから，緊急災害時の調査に備える。

(4)研究調査部会

• 7月の研究発表会に合わせて部会を開催する。

4. 編集出版部

(1)日本地すべり学会誌編集委員会

①編集委員会の開催(12回)

②日本地すべり学会誌 Vo1.47 (3) --Vo1.48 (2)の刊行 (6回)

・特集号の企画:47 (4) r地すべり対策工としてのアンカー工」

47 (6) r近年の地すべりダム」
48 (2) r地すべり災害発生時の迅速な対応」

・シリーズ r川越え地すべり」の開始 47 (3) --
③日本地すべり学会誌電子ジャーナル (J-stage)の刊行

学会誌より 1号遅れで刊行、会員は全号閲覧可能・非会員は l年以前閲覧可能
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④日本地すべり学会誌アーカイブ (J-stage)閲覧開始 Vol.1 (1) ，....， 

⑤検討中の事項

・特集号、フォーラム、シリーズ、談話室

• J-stageの利用に関しての WG(査読体制、および印刷前の掲載など)

.投稿・査読体制の改正など

5. 国際部

(1)国際交流活動

・国際ランドスライドフォーラム(ICL主催)との連携、参加

(2)国際情報広報活動

・日本地すべり学会誌「国際ニュース」へのニュースの掲載

(Vo1.47， No.3必， Vo1.48， No.1-2， 6編)

6. 表彰委員会

・学会賞(論文賞・谷口賞・研究奨励賞及び国際賞)の審査

・推薦締切:平成22年3月5日

-授賞式日程:平成22年7月7日

場 所:沖縄県那覇市沖縄ハーパービューホテルクラウンプラザ

7 . 各支部の行事

(1)北海道支部

・支部総会:平成22年4月23日(金)

札幌市(エルプラザ)にて開催予定

・特別講演会:向上の日程で特別講演会開催予定

・研究発表会:向上の日程で研究発表会開催予定

.ホームページ公開:通年

・現地検討会:平成22年7月の開催を予定

.技術講習会:平成22年9月に開催を予定

・支部運営委員会 :2回 (7月， 2月)の開催を予定

(2)東北支部

①第一団幹事会:4月中旬仙台市内

②支部総会:6月4日 仙台市戦災復興記念館

③シンポジウム:向上 (テーマは現在検討中)

④講習会:空中写真による地すべり危険度判定技術講習会 8月 仙台市内

⑤第二回幹事会:9月中旬仙台市内

⑥現地検討会:10月初旬青森県内

⑦支部だより発行:12月末約350部
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⑧第三回幹事会 1月末仙台市内

⑨運営委員会:3月初旬仙台市内

⑩その他

・研究委員会活動 3テーマ(うち lつは地震地すべり P第8分科会関係) 通年

・出前研修の講師派遣活動(随時) 通年

-緊急災害調査チーム派遣(随時) 通年

・ホームページ更新通年

(3)新潟支部

・第 1回役員会:平成22年4月

・支部総会:平成22年5月21日

・第38団地すべりシンポジウム:平成22年5月21日，場所:新潟県民会館小ホール

.第2回役員会:平成22年7月

-第38団地すべり現地検討会:平成22年秋，場所未定

・第3回役員会:平成22年12月

・新潟県地すべり災害記録CD改訂版出版:平成23年 1月作業開始， 5月出版予定

(4)関東支部

①5月

・第1回関東支部運営委員会・定例幹事会(合同)

②6月18日(金)

(社)日本地すべり学会関東支部総会(場所:東京大学武田先端知ホール)

.シンポジウム

・意見交換会

③7月

-現地検討会(第1回)

・第 1回ニュースレターの発行

④8月

・第2固定例幹事会

⑤9月

・日中シンポジウム

⑥10月

・現地検討会(第2回)

⑦11月

-現地検討会(第3回)

⑧12月

・第3回定例幹事会

⑨3月

・第2回関東支部運営委員会・第4回定例幹事会(合同)
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-第2回ニュースレター発行

(5)中部支部

①平成22年6月中旬:中部支部総会(長野市ホテルメトロポリタン)

特別講演会:“国の砂防関連海外協力事情"長井 隆幸氏

“海外協力事業に参加して"演者未定

②平成22年9月中旬:現地見学会(石川県)

③平成22年 11月中旬:支部シンポジウム(長野市))

④テーマ rテーマ未定」
⑤平成23年3月31日(木)中部支部ニュース発行

(6)関西支部

①第1回運営委員会 平成22年4月2日(金) 京都大学防災研究所

②・総会 平成22年6月25日(金)大阪建設交流館

・シンポジウム 向上

③現地討論会 平成22年11月5日(金)--6日(土) 山口県

④第2回運営委員会 平成22年11月予定京都大学防災研究所

⑤講習会 平成22年12月予定京都大学防災研究所

⑥機関誌「らんどすらいどJNo.26 発行

(7)九州支部

・第羽田研究発表会及び現地見学会

平成22年7月6日(火)--9日(金)

沖縄ハーパービューホテルクラウンプラザ

-総会・幹事会平成22年 7月7日(火)

沖縄ハーパービューホテルクラウンプラザ

平成23年1月予定

-現地検討会 平成23年2月予定
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第4号議案

平成22年度収支予算(案)

収支予算書(1/2)
平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで

一般会計
科 目 予算額 |前年度予算額 増減

I 事事業業活活動動収収支入の部
1. 
基本財 産 運 用 収入 100，000 100，000 。
ぷ合、 費 収 入 22，258，000 23，780，000 -1，522，000 ヨミ

i32bZ 、 費 収 入 22，258，000 23，780，000 -1，522，000 
事 業 収 入 21，117，000 19，488，000 1，629，000 
手H 局リ 物 頒 布 収 入 5，350，000 6，413，000 -1，063，000 
シンポ ジ ウ ム収入 570，000 540，000 30，000 
研 究 発 表 lヱミh 収 入 8，892，000 6，120，000 2，772，000 
支 賛部事業収入 3，535，000 3，465，000 70，000 
協 金・寄付金収入 2，770，000 2，950，000 -180，000 
諸 収 入 2，140，000 2，140，000 。
広 E口ヒ 収 入 2，140，000 2，140，000 。
雑 収 入 50，000 50，000 。
雑 収 入 50，000 50，000 。
事業活動収入計 45，665，000 45，558，000 107，000 
2.事業活動支出
事 業 費 支 出 31，692，000 27，115，000 4，577，000 
シンポジウム費支出 750，000 540，000 210，000 
若手シンポジウム費支出 。 150，000 -150，000 
研 究 発 表 iヨミb、 支 出 9，992，000 5，820，000 4，172，000 
国 際 izzbz 、 議 費 支 出 100，000 300，000 -200，000 
支 部 事 業 費 支 出 7，350，000 7，310，000 40，000 
研究委 員 dコミb、 費支 出 2，000，000 100，000 1，900，000 
図 書 I=P 刷 費 支 出 11，250，000 12，645，000 -1，395，000 
戸ザ主Aー i3b2Z 、 賞 費 支 出 250，000 250，000 。
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収支予算書(2/2)

科 目 予算額 l前年度予算額 増減
管 理

費手 当支 支
出 15，487，033 18，340，763 -2，853，730 

*川Z口』 与 出 3，850，000 7，120，000 -3，270，000 
退 職 手合 付 支 出 240，000 460，000 -220，000 
法 厄炉ムー 千百 利 費 支 出 400，000 。 400，000 
福 手Ij 厚 生 費 支 出 150，000 890，000 -740，000 
.L:，.. 議 費 支 出 650，000 1，288，000 -638，000 ヱミ

役 貝 選 挙 費 支 出 。 380，000 380，000 
通 運 搬 費 支 出 570，000 570，000 。
経理・労務管理費支出 660，000 660，000 。
事 務 費 支 出 1，250，000 1，220，000 30，000 
7k 道 光 熱 費 支 出 200，000 200，000 。
イFヨミ- 借 料 支 出 1，660，000 1，660，000 。
諸 メコ色ミ、 費 支 出 650，000 770，000 -120，000 
公 手且 公 課 支 出 470，000 470，000 。
支 部 F同~ 理 費 支 出 3，037，033 2，652，763 384，270 
雑 給 支 出 1，700，000 。1，700，000 
事業活動支出計 47，179，033 45，455，763 1，723，270 
事業活動収支差額 -1，514，033 102，237 -1，616，270 

H 投資活動収支の部
1.投資活動収入
基本財産取崩収入 1，973，005 。1，973，005 
投資活動収入計 1，973，005 。1，973，005 
2.投資活動支出
投資活動支出計 。 。 。
投資活動収支差額 1，973，005 。1，973，005 

班財務活動収支の部
1.財務活動収入
財務活動収入計 。 。 。
2.財務活動支出
財務活動支出計 。 。 。
財務活動収支差額 。 。 。

N 予備費支出 500，000 100，000 400，000 
当期収支差額 41，028 2，237 -43，265 
前期繰越収支差額 11，397，889 10，835，253 562，636 
次期繰越収支差額 11，356，861 10，837，490 519，371 



第 5号議案

平成 22・23年度役員選挙に関する件

平成 22・23年度役員選挙結果報告

選挙管理委員長 :小林佳嗣

選挙管理委員 :板山達至、永井 修

山田正雄、生島潤一

開票場所 : (社)日本地すべり学会事務局

(社)日本地すべり学会定款第 12条により、平成 22・23年度の役員選挙が行われた。本年

度は、前固までとは異なり、現法人の役員選挙及び新法人の役員選挙が同時に実施された。

役員選挙は平成22年 1月 20日に公示され、同 2月 28日に投票が締め切られた。(社)日

本地すべり学会運営規則第 4章及び役員選挙規程に基づき、会長より委嘱された上記の選

挙管理委員によって、平成22年 3月 3日、午後 2時より開票が開始された。事故もなく、

開票結果は全員が信任され、別紙の通りである。

1.現法人役員選挙

受信 (到着) 数 770 封筒数と同数

総 投 ア苦芳言て 数 756 

有 効 投 7EZE て 数 751 

盤 効 投 票 数 5 

候補者全員を賛とする票 712 94.8指

一部を否とする票 39 

投票率:48.7% 前回比:-3.9ポイント)

2.新法人役員選挙

受信 (到着) 数 770 封筒数と同数

総 投 7苦I言て 数 766 

有 効 投 7苦I言て 数 763 

盤 効 投 YEZE て 数 3 

候補者全員を賛とする票 727 95.3免

一部を否とする票 36 

投票率:49.3% 
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1 .社団法人日本地すべり学会(現法人) 平成22・23年度役員名簿

※新法人登記をもって役員を退任します。

役員 氏 名 所 属 千金 職

理事(非常勤) 阿 部 真 自日 奥山ボーリング附 取締役技術本部長

理事(非常勤) 岩尾 雄四郎 佐 賀 大 Af  4 名 挙Eコ 教 授

理事(非常勤) 鵜 飼 4言2山王 群 馬 大 ザ止Aー 教 授

理事(非常勤) 岡 本 正 男 (社)全国治水砂防協会 理 事 長

(元建設省砂防部長)

理事(非常勤) 奥 山 武 彦 山 形 大 ザ;u.l.ー 教 授

理事(非常勤) 野 慎 吾 日 本 工 A凸Lι 開 国土保全事業部長

理事(非常勤) ) 11 遺 洋 新 1烏 大 ザ;u.l.ー 教 授

理事(非常勤) 主，.....主~ 保 1青 放 送 大 ザ;u.l.ー 沖縄学習センター所長

理事(非常勤) 後 藤 山 梨 大 ザ;u.l.ー 准 教 授

理事(非常勤) 棲 井 正 明 (株)山地防災研究所 代 表

理事(非常勤) 佐 々 恭 国際斜面災害研究機構 L>.. 長Zミ

理事(非常勤) 末 峯 章 尽 都 大 主7と4与 准 教 授

理事(非常勤) 田 尾 秀 夫 (社)日本治山治水協会 専 務 理 事

(元林野庁森林管理局長)

理事(非常勤) 千木良 雅弘 尽 都 大 主ザ主4ー 教 授

理事(非常勤) 千 葉 員Ij 行 東 北 工 業 大 主7主4与 准 教 授

理事(非常勤) 土 屋 智 静 岡 大 井7主2与5 教 授

理事(非常勤) 綱 木 亮 介 (財)砂防・地すべり技術セント 生ヰ 面 保 全 部 長

理事(非常勤) 寺 田 秀 樹 (独)土木研究所 土砂管理研究グループ

グ ノレ 一 フ。 長

理事(非常勤) 東 畑 郁 生 東 尽 大 Aザと4ー 教 授

理事(非常勤) 日 浦 啓 ~ ニ 高 知 大 メ7と4与 フE 教 授

理事(非常勤) 檎 土百 大 助 ヲム 前 大 Aザ>4ー 教 授

理事(非常勤) 広 l興 孝 也 株 コ二 ス イ 一技 師 長

理事(非常勤) 福 岡 ?告 尽 都 大 戸ザ三Aー 准 教 授

理事(非常勤) 福 田 )1慎 西 日 本 工業大学 教 授

理事(非常勤) 前 田 寛 之 北 見 工 業 大 兵7三4与 教 授

理事(非常勤) 松 浦 純 生 尽 都 大 主7主4与5 教 授

理事(非常勤) 丸 井 英 明 新 1烏 大 ザ;u.l.ー 教 授

理事(非常勤) p邑.... 城 豊 彦 東 北 Aザ江ー‘ 院 大 ザA斗zー- 教 授

理事(非常勤) 森 脇 寛 (独)防災科学技術研究所 E里 事

理事(非常勤) 八 木 r~口K 司 山 形 大 ザ;u.l.ー 教 授

理事(非常勤) 八 嶋 厚 岐 阜 大 主7主4与 面リ 子A三Z三 長

理事(非常勤) 山 岸 宏 光 愛 女差 大 ザ;u.l.ー 特 命 教 授

理事(非常勤) 山 崎 孝 成 国 土防災技術側 技 術 本 部 長

理事(非常勤) 横 山 正1久九 治 両 知 大 主ザ主4ー 教 授

理事(非常勤) τEt1 t 松 ヲム 行 )11 崎 地 質 株 技 師 長

監事(非常勤) 上 里子 将 司 応 用 地 質 側 技術本部技師長

監事(非常勤) 若 井 明 彦 群 ，馬 大 井7主4与 准 教 授

※側:株式会社、(財):財団法人、(社):社団法人、(独):独立行政法人、国立大学法人および学校法人は大学名のみを記載

※現在、常勤役員はおいておらず、今後も常勤役員をおくことはない。従って、報酬・退職金等の支給はなく、今後も支給する予

定はない。



2.公益社団法人日本地すべり学会(新法人) 平成22・23年度役員名簿

※新法人登記をもって役員に就任します。

役員 氏 名 所 属 千支 職

理事(非常勤) 鵜 宮司 恵 群 ，馬 大 主-主「4 教 授

理事(非常勤) ネ夏 田 充 哉 国土防災技術(株) 技 術 部 長

理事(非常勤) 岡 本 正 男 (社)全国治水砂防協会 理 事 長

(元建設省砂防部長)

理事(非常勤) ) 11 遺 1羊 新 潟 大 メ寸と4こA 教 授

理事(非常勤) 後 藤 聡 山 梨 大 ナιム J佐 教 授

理事(非常勤) 新 屋 l'生ロ 明 日 本 工 戸凸￥. 株 国 土 保 全 部 長

理事(非常勤) 田 近 1享 北海道立地質研究所 地 域 地 質 部 長

理事(非常勤) 千木良 雅弘 尽 都 大 λ寸と4こA 教 授

理事(非常勤) 土. 屋 智 静 岡 大 λ寸と4ι 教 授

理事(非常勤) 綱 木 売 介 (財)砂防・地すべり技術センター 斜 面 保 J立、二 部 長

理事(非常勤) 寺 田 秀 樹 (独)土木研究所 土砂管理研究グループ

グ ノレ 一 フ。 長

理事(非常勤) 東 畑 都 生 東 尽 大 λ寸と4ι 教 授

理事(非常勤) 中 里 裕 臣 (独)農研機構農村工学研究所 基礎地盤研究室長

理事(非常勤) 槍 踊 大 助 弘 ーH斗fJ 大 λ寸と4こA 教 授

理事(非常勤) 福 岡 浩 尽 都 大 -A「4 J佐 教 授

理事(非常勤) 福 田 )1頃 西 日 本工業大学 教 授

理事(非常勤) 松 浦 純 生 尽 都 大 ー主と「ん 教 授

理事(非常勤) )¥. 木 浩 司 山 形 大 主-主「4 教 授

理事(非常勤) )¥，. 向島 厚 岐 阜 大 ρ-ユ「4 副 主寸主4こA 長

理事(非常勤) 若 井 明 彦 群 馬 大 井子主4 J佐 教 授

監事(非常勤) 樫 井 正 明 (株)山地防災研究所 代 表

監事(非常勤) τ仁とヨ 松 弘 行 ) 11 崎 地 質 株 技 師 長

※開:株式会社、(財):財団法人、(社):社団法人、(独):独立行政法人、国立大学法人および学校法人は大学名のみを記載

※現在、常勤役員はおいておらず、今後も常勤役員をおくことはない。従って、報酬・退職金等の支給はなく、今後も支給する予

定はない。
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第6号議案

公益社団法人日本地すべり学会代表理事の選任
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第7号議案

平成20年度収支決算報告書一部変更

収支計算書に対する注記

1 .資金の範囲について

資金の範囲には、現金預金、会費未収金、未収入金、前払金、未払
金、前受会費、預り金、未払法人税等及び未払消費税等を含めている。
なお、前期末及び当期末残高は、下記3に記載のとおりである。

2.前期繰越差額調整額について

当法人は、当年度より公益法人会計基準(平成16年基準)を厳格に適用することに

ともない、内部管理事項である収支計算書の資金範囲の見直しも行った。

その結果平成16年基準による資金の額は、収支計算書に対する注記3.の前期末残高

に記載のとおり、 10，169，465円となり、従来の資金額15，718， 795円
との差額 5，549，330円は前期繰越差額調整額として処理をした。

なおこの処理は、公益法人委員会報告第9号(日本公認会計士協会公益法人委員会

・昭和62年1月19日) r新基準」への移行に関する留意事項について、
の r6 資金の範囲の変更に伴う前期繰越収支差額の記載方法」に従うものである。

3.次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

(単位:円)
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第8号議案

平成21年度収支予算書一部変更

平成21年度収支予算

収支予算書(1/2)
平成21年 4月 1日から平成22年 3月31日まで

一般会計
科 目 予算額 l前年度予算額

I1.事事莱業活活動動収収支入の部

基本財 産 運 用収入 100，000 10，000 
iZS三Z、 費 収 入 23，780，000 19，020，000 
dzh =z 費 収 入 23，700，000 19，020，000 
事 業 収 入 16，538，000 21，128，000 
印 刷 物 頒 布 収 入 6，413，000 5，568，000 
シンポ シF ウ ム収入 540，000 540，000 
研 究 発 表 」コEミh 収 入 6，120，000 11，510，000 
支 部 事 業 収 入 3，465，000 3，510，000 
寄 イ寸 金 収 入 2，950，000 2，600，000 
寄 イ寸 金 収 入 2，950，000 2，600，000 
諸 収 入 2，140，000 2，140，000 
広 E口と 収 入 2，140，000 2，140，000 
雑 収 入 50，000 50，000 
雑 収 入 50，000 50，000 
事業活動収入計 45，558，000 44，948，000 
2.事業活動支出
事 業 費 支 出 27，115，000 32，060，000 
シンポジウム費支出 540，000 540，000 
若手シンポジウム費支出 150，000 150，000 
研 究 発 表 dココhZ 支 出 5，820，000 11，510，000 
国 際 izh =z 議 費 支 出 100，000 300，000 
支 部 事 業 費 支 出 7，310，000 7，960，000 
研究委 員 iコhミ 費支 出 300，000 750，000 
図 書 I=P 昂リ 費 支 出 12，645，000 10，600，000 
寸AAa dコミh 賞 費 支 出 250，000 250，000 
管 理 費 支 出 18，340，763 17，114，600 
給 与 . 手 当 支 出 7，120，000 6，820，000 
退 職 給 イ寸 支 出 460，000 456，000 
福 手リ 厚 生 費 支 出 890，000 1，020，000 
dコミb、 議 費 支 出 1，288，000 458，000 
役 員 選 挙 費 支 出 380，000 。
通 運 搬 費 支 出 570，000 500，000 
経理・労務管理費支出 660，000 660，000 
事 務 費 支 出 1，220，000 1，300，000 
水 道 光 熱 費 支 出 200，000 170，000 
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増減

90，000 
4，760，000 
4，760，000 
-4，590，000 
845，000 。
-5，390，000 
-45，000 
350，000 
350，000 。。。。
610，000 

-4，945，000 。。
-5，690，000 
-200，000 
-650，000 
-450，000 
2，045，000 。
1，226，163 
300，000 
4，000 
-130，000 
830，000 
380，000 
70，000 。
-80，000 
30，000 



収支予算書(2/2)

不十 目 予算額 両年度予算額 増減

賃諸 イd昔h 料費 支支
出 1，660，000 1，647，600 12，400 

7王 出 770，000 963，000 -193，000 
公 手且 公 課 支 出 470，000 470，000 O 
支 部 管 理 費 支 出 2，652，763 2，650，000 2，763 
事業活動支出計 45，455，763 49，174，600 -3，718，837 
事業活動収支差額 102，237 4，226，600 4，328，837 

H 投資活動収支の部
1.投資活動収入
投資活動収入計 O O O 

2.投資活動支出
投資活動支出計 O O O 
投資活動収支差額 O O O 

皿財務活動収支の部
1.財務活動収入
財務活動収入計 O O O 

2.財務活動支出
財務活動支出計 O O O 

財務活動収支差額 O O 。l
N 予備費支出 100，000 100，000 O 

当期収支差額 2，237 -4，326，600 4，328，837 
前期繰越収支差額 10，835，253 10，169，465 665，788 
次期繰越収支差額 10，837，490 5，842，865 4，994，625 

注)前年度予算額の前期繰越収支差額10，169，465円は調整後の金額である。

-40-




